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論点１. 水門等操作の自動化・遠隔化～ゲート操作方式～

ゲート操作
人的
操作

自動
操作

機側操作

遠隔操作

無動力化（フラップゲート等）

自動化（フルオートメーション）

操作員が現地で行う開閉操作
（水位等の情報が目視できる）

操作員が現地から離れた管理所等や、さらに離れた操作拠点
から行う開閉操作
（水位等の情報が目視できない）

内外水位による自動的な開閉操作

水位計等の設定値に対して行われる自動的な開閉操作
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論点１. 水門等操作の自動化・遠隔化～ゲート操作方式と監視項目～

区分 操作の種類 操作者 必要な監視項目 備考

機側操作 機側操作員

・観測水位（量水板目視）
・流向（操作員目視）

現状の主操作

遠隔操作 遠隔操作員

・観測水位（データ）
・監視カメラ画像
・流向（データ）
・施設状態（データ）

現状、主にバックアップ用
として一部導入

自動化
（フルオート
メーション）

不要

・観測水位（データ）
・監視カメラ画像
・流向（データ）
・施設状態（データ）

堰ゲートの流量制御等で操
作員の監視下において一部
導入

無動力化
（フラップ
ゲート）

不要

・開閉情報

小規模な樋門樋管へ導入

人的
操作

自動
操作
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論点１. 水門等操作の自動化・遠隔化～ゲート操作方式別 施設割合～

小型水門
（～10m2）

機側操作 67% 74%

遠隔操作
(遠隔操作が可能な施設、主たる操作は機側で行っ

ている）

6% 10%

自動化
(フルオートメーション）

0% 0%

無動力化
（フラップゲート）

16% 16%

89% 100%

計

計

施設規模
区分 操作の種類

人的
操作

自動
操作

中・大型水門
（10m2以上）

7%

4%

0%

0%

11%

（令和2年3月時点）
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論点１. 水門等操作の自動化・遠隔化～ゲート設備の遠隔操作監視（手順例）～

遠隔操作監視システム
※操作画面３面で約５０施設の操作が可能

①施設選択

ＣＣＴＶによる安全確認
ゲート周辺の侵入者、ゴミ等の確認

ゲート閉操作（又は開操作）
実行

②水位・流向確認

③安全確認・操作告知 ④施設操作開始 ⑤施設操作終了

放送装置による操作告知

「こちらは○○事務所です。ただいまからゲー
トを操作します・・・・・」

川表側 川裏側

内外水位等確認し、該当施設選択 内外水位、流向等を確認

○ゲート操作終了後
・ＣＣＴＶによるゲート閉鎖確認
・ 〃 周辺確認
・内外水位の確認

※１施設（幅２ｍ×高さ２ｍ）の操作時間
・水位流向確認 １分
・安全確認 １分
・操作告知 １分
・ゲート操作 ７分（0.3m/分）

計 １０分程度
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論点１. 水門等操作の自動化・遠隔化 ～遠隔操作監視画面（広域監視画面）～

関東地方整備局 荒川上流河川事務所 遠隔操作監視画面

施設名

施設状態
（開・閉・中間）

流向
（順流・逆流・停止）

水位
（内水位・外水位）

デモ画面
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論点１.操作員・バックアップ要員の配置イメージ（例）

水門・樋門：50箇所

操作員：50人

水門・樋門：50箇所

操作員：6人
（監視員含む）

現地対応者：4人
（非常時のバックアップ要員として）

水門・樋門：50箇所

監視員：2人

現地対応者：4人
（非常時のバックアップ要員として）

現状
（現地での機側操作） 遠隔主操作

自動化
（フルオートメーション）
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論点２. 「診断」の実施等による老朽化対策 ～河川機械設備の老朽化状況～

○河川ポンプ、ゲート等の河川機械設備※１は、昭和50年代をピークに昭和期に整備されたものが多い。
○整備後４０年を経過する施設が約５０％を占め、今後整備・更新の急増が想定されている。

河川機械設備※１ ：可動堰、閘門、水門、揚水機場、排水機場、樋門・樋管、陸閘、浄化施設、ダム用施設 N=10,267

ゲート 河川ポンプN=9,730 N=537

設置後40年経過施設 約３５％

10年後 40年経過施設 約５５％

20年後 40年経過施設 約８０％

設置後40年経過施設 約６０％

10年後 40年経過施設 約８０％

20年後 40年経過施設 約９０％

（可動堰、閘門、水門、樋門・樋管、陸閘、ダム水門） （揚水機場、排水機場、浄化施設）

淀川水系木津川 排水機場
荒川水系荒川 水門

よどがわ

あらかわ あらかわ

きづがわ

劣化や発錆により
ゲートが損傷すると、
強度不足が生じ、水
門の役割を果たせな
くなり、洪水時に本川
からの逆流を防止で
きず、支川流域が氾
濫するおそれがある。

インペラが腐食、
摩耗、変形する
と、排水能力が
低下し、やがて
振動等も発生し
て運転が困難と
なるおそれがあ
る。

出典：社会資本整備審議会 河川分科会 第１回河川機械設備小委員会（R3.3.22）資料
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Ａ堰（昭和５１年設置 （故障発生当時）設置後４４年経過 異常部品は１９年経過）
○ Ｂ堰は、洪水の流下に必要な河積の確保・塩害防止および臨海工業地帯に工業用水の供給する多目的堰。平常時、ゲート

は全閉であり、洪水時等放流が必要な場合は開操作。
○ 令和２年７月、放流のため５号ゲートの開閉操作を実施。その後、５号ゲート右岸ワイヤロープが損傷する事態が発生。
○ 原因究明後、速やかに５号ゲート左右岸ワイヤロープの更新を実施。
○ 故障を踏まえ、点検方法の見直しを実施。

状況写真（令和元年９月１６日 下流側から撮影）

滑車周辺のワイヤロー
プは普段見えない

故障箇所

故障箇所

ワイヤーロープの腐食による素線の

減肉によりワイヤロープを構成する素線
が切れ、散乱

1号2号3号4号5号6号7号8号9号10号

P6 P5

故障箇所 5号ゲート

論点２. 「診断」の実施等による老朽化対策 ～河川機械設備の老朽化状況～
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常時没水部など点検が困難な部位の目視事例

10

○常時没水部など点検が困難な部位が存在

○点検に際しては、扉体を引き上げる必要があることから、仮設ゲートを設置するなど
大掛かりな準備作業が必要

この部分は普段見えない この部分は普段水中部に存在

青囲みは「仮設ゲート」

論点２. 「診断」の実施等による老朽化対策 ～河川機械設備の老朽化状況～
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論点２. 「診断」の実施等による老朽化対策 ～河川機械設備の老朽化状況～

仮設ゲートを設置するなど大掛かりな準備作業が必要

①支柱立込 ②支柱立込完了

③予備ゲート設置（吊込） ④予備ゲート設置 11



論点２. 「診断」の実施等による老朽化対策～法定点検に係る基準の体系（河川と道路）～

12

【河川】法定点検に係る基準の体系 【道路】法定点検に係る基準の体系

法

河川法 第15条の2
（河川管理施設等の維持又は修繕）

道路法 第42条の2
（道路管理者の道路の維持又は修繕）

要旨

河川管理施設又は許可工作物の維持又は修繕に
関する技術的基準その他必要な事項は、政令で定
めること

道路の維持又は修繕に関する技術的基準その他
必要な事項は、政令で定めること

政令

河川法施行令第９条の３
（河川管理施設等の維持又は修繕に関する技術的基準等）

道路法施行令 第35条の2
（道路の維持又は修繕に関する技術的基準等）

要旨

河川管理施設等の維持又は修繕に関する技術
的基準等を規定
点検は一年に一回以上の適切な頻度で行うこと
河川管理施設等の効率的な維持及び修繕が図
られるよう、必要な措置を講ずること

道路の維持又は修繕に関する技術的基準その
他必要な事項を規定

省令

河川法施行規則第７条の２（河川管理施設等
の維持又は修繕に関する技術的基準等）

道路法施行規則 第4条の5の6（道路の維持
又は修繕に関する技術的基準等）

要旨

点検結果を記録し、次に点検を行うまでの期間
保存することを規定

損傷、腐食その他の劣化その他の異状が生じた
場合に道路の構造又は交通に大きな支障を及
ぼすおそれがあるものの点検は必要な知識及び
技能を有する者が行う
トンネルや橋等の点検は近接目視により5年に1
回の頻度で行うことが基本



論点２. 「診断」の実施等による老朽化対策 ～バスタブ曲線～
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論点３ 危機管理対策（洪水時の基本的な操作（開けるべきゲート））

出典：ゲート設備の危機管理対策の推進について（提言）の概要資料 14



論点３ 危機管理対策（洪水時の基本的な操作（閉めるべきゲート））

出典：ゲート設備の危機管理対策の推進について（提言）の概要資料 15



○首長が避難指示等発令の意思決定を行う際に、多様な管理者間の情報集約（開閉情報）ができていない。
○電源喪失時でも水門等の確実な閉鎖(蟻の一穴をつくらない)による氾濫の防止が求められる。
○SIP第Ⅱ期（～R4年度）において、水門等の開閉情報の首長への集約による避難情報の的確な発令と電
源喪失時の確実な閉鎖を低コストで実現するための一元監視システムと自重閉鎖技術を開発中。

After
電源喪失に動作可能な

水門・陸閘の開閉情報の一元収集システム／
既存水門への自重閉鎖機能の付加技術

第2期SIP

蟻の一穴による浸水発生

情報が集まらない
・多様な管理者→バラバラな伝達手段

Before

・電源喪失→水門等の閉鎖困難

巨大地震発生やスーパー台風来襲等自然災害の激甚化→大規模停電

東日本大震災において多くの操作員が被害に遭った事実

有史以来、大津波による大災害を
幾度も経験している岩手県では、
水門・陸閘のゲートを自動的に
閉鎖するシステムを採用

従来の水門・陸閘 岩手県水門・陸閘
自動閉鎖システム

2022年1月15日にトンガ諸島の
火山島で発生した大規模な噴火
の影響で、16日未明、日本各地
に津波警報・注意報が発表され
た。
岩手県は2017年に導入した「水
門・陸閘（りっこう）自動閉鎖シ
ステム」を初めて稼働し、全165
カ所を閉鎖した。

（NHK Webサイトより）

電動ラック式
開閉装置

小型水門の
扉体の自重閉鎖

大型水門の
扉体の自重閉鎖

ワイヤロープウィンチ式
開閉装置

後付けセンサ
LPWA通信機(電池駆動)

多様な管理者の水門等の
開閉状況を一元収集

低コストなシステムによる全国展開
（実証実験を川崎市、愛知県、大
阪府等で準備中）

論点３ 危機管理対策 危機管理型水門管理システムの導入効果

出典：SIP 危機管理型水門管理システムの研究開発 資料抜粋 16



論点３ 危機管理対策 ～【事例１】フラップゲート機能を内蔵したゲート～

特長など

津波遡上による逆流防止対応のため、ゲート全閉操作
後の内水氾濫を低減・回避するために、ゲートの中に
排水することを目的とした小さなゲートを設けたもの。
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リチウムイオン電池は，従来仕様のディーゼル発電機に対し，容易に設置することが可能。

【事例２】回生エネルギー回収機構

出典：国立研究開発法人土木研究所資料を加工

特長など

ゲート閉操作時の回生エネルギーを再利用
しつつ停電時の電源として蓄電することに
よって、長時間にわたる大規模停電時の電
源バックアップとして機能するもの。

・ゲート下降時に蓄電
・下降時の運動エネルギー
を電力として回収
（回生電力）

・ゲート上昇時は蓄えた
回生電力を利用
（停電時に、通水可能な
ある程度の開度まで
開操作を実現）

商用電源受電

発電設備不要

発電設備不要

機側操作盤 開閉装置室

開閉装置

扉体

リチウムイオン電池盤

リチウムイオン電池盤

論点３ 危機管理対策 ～【事例２】回生エネルギー回収機構～
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特長など

逆流防止ゲートの停電時での危機管理として、
ジャッキ内蔵による開操作を実現。

洪水後の開操作が不能となったり、操作遅れを
生じると内水位の上昇による上流域の冠水を招
いてしまう。

扉体下端に２本の緊急ジャッキを内蔵させ、緊
急開操作が可能となる。

論点３ 危機管理対策 ～【事例３】危機管理用油圧ジャッキ（仮称）～

出典：豊国工業株式会社HP

緊急ジャッキ
非常時の小開度開操作

緊急ジャッキ
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論点４ 地方公共団体への支援 自治体における河川機械設備に関するアンケート調査（トラブル防止の限界）

現在の点検方法や点検回数、保全方法では、機械トラブルの防止に限界があると感じているのは３３自治体。

主な理由

製造メーカーでも交換資材を持ち合わせていないことがある。

特に日常点検（月点検）においては、機械に精通していない者が対応するため、初期の不具合に気づかない場合が想定される。
不具合の報告があっても、予算には限りがあるため、即座に対応することが難しい場合がある。

点検結果の判定と健全度の評価が異なったり、時間計画と故障予知（傾向管理）とで評価が異なるなど、健全度の評価が正しく行えていな
い恐れがあると感じるため。

危険度の判定等、専門的な知識を持つ職員がいないこと。

技術継承に課題を感じているため。
実態として、ベテラン職員の退職により、経験豊富な専門的な職員が不足している。

予算の問題で専門業者による点検は年1回で、出水期や台風前の点検等は職員が行っているが、機械職などの専門的職員が確保できず十
分な点検が出来ているか不安がある。
不良箇所の修繕費用が多額な場合、予算措置に時間を要し、迅速な対応ができない。

設備数が多く、対応する職員も不足しており、点検が十分ではない。また機械・電機の専門職員が河川部局にはおらず、故障時等は民間企
業に頼らなければならない。

不可視部分の点検が困難。機械を分解しなければ確認できない。

入札等により点検を行っているので設置メーカーによる点検が行えていない。（設置メーカーにしか分からないこともあるので、その点検が行
えていない。）10年程前までは、設置メーカーと随意契約により行っていたが、近年の状況ではそれは難しい。

専門職がいないため、突発的な事象に対応できない。

設備が老朽化し、メーカーに部品の在庫がない場合がある。

人員不足や予算的な問題から、出水期前の点検しか行っておらず、点検回数が不足していると感じるため。
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排水ポンプ設備に故障が発生し運転不可となった場合、排水
能力に見合った仮設代替ポンプを手配することが困難

財政が厳しい中での予算確保，工事受注者側の技術者確保

施設更新用地の確保

論点４ 地方公共団体への支援 自治体における河川機械設備に関するアンケート調査（課題）

河川機械設備の維持管理、更新における課題

（回答数：53） ※複数回答

河川機械設備の維持管理、更新における課題として河川機械設備の老朽化と修繕費・
更新費の確保が最も多い（４８自治体）。

その他（自由記述）
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論点４ 地方公共団体への支援 自治体における河川機械設備に関するアンケート調査（設備数）

治水部署が管理する、ポンプ設備
（揚水機場、排水機場）の数

治水部署が管理する、ゲート設備（可動堰、
閘門、水門、樋門・樋管）の数

（回答数：55）

（設備数）

（自治体数）

（回答数：55）

（設備数）

（自治体数）

自治体ごとの設備数の分布は、ポンプ設備は１～１０が最も多い（２９自治体）。
ゲート設備は１～５０が最も多い（２４自治体）。
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論点４ 地方公共団体への支援 自治体における河川機械設備に関するアンケート調査（専門的な職員数）

河川機械設備の不具合に対応出来る専門的な職員がいる自治体は、１２自治体。
(うち政令市が１０自治体)

（自治体数）

（職員数）

（回答数：53）

河川機械設備の不具合に対応出来る専門的な職員※数別の自治体数

※不具合の原因を把握し適切な指示を行うことができる機械職等

１２自治体
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論点４ 地方公共団体への支援 自治体における河川機械設備に関するアンケート調査（開発を期待する技術）

河川機械設備の維持管理や更新に対して、今後開発を期待する技術としては、機側を無人にすることによるト
ラブル防止技術（流木等のかみこみ対策等）、遠隔操作技術、遠隔監視技術等である。

（回答数：53） ※複数回答

気象条件、水文条件などの予測精度の向上（ＡＩの活用など）

設備の汎用化（大規模容量ポンプ等）

その他の内容
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論点４ 地方公共団体への支援 自治体における河川機械設備に関するアンケート調査（国等が行う技術的な支援）

河川機械を維持管理・運営を行う上で、国等が行う技術的な支援として有効と思われるものは、効率的な維持
管理・運営に関するマニュアル類の充実（３８自治体）。

（回答数：53） ※複数回答

点検の出来る技術者の支援

財政支援

遠隔監視、遠隔操作に関するソフトウェアの統一されたフォーマットの策定

小規模な施設に対応した維持管理マニュアルの策定

その他の内容
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